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新規事業及び重要事業総括表

Ⅰ 総 額

【一般会計】

区分 平成２６年度 平成２５年度 伸び率
予算総額 ４７０,１６４,５５５千円 ４６７,９２４,３１８千円 ０．５％

一般会計構成比       ２７.２%       ２７.９%    －
  【埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計】

予算総額 ６１９，６３６千円 ７１１,７２０千円△１２．９％

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                   （単位 千円）

１ 確かな学力と自立する力の育成  

（１）一人一人を確実に伸ばす教育の推進

  Ｐ １   学力・学習状況調査実施事業【義務教育指導課】     ６５，３３２

（２）確かな学力の育成

Ｐ １   学力・学習状況調査実施事業【義務教育指導課】     ６５,３３２（再掲）

Ｐ ２ 新規 「考え、話し合い、学び合う学習」推進事業

【義務教育指導課】      １,５８５

         地域に応じた学力向上推進事業【義務教育指導課】    ２０,５７７

若手教員の授業力を高める「学びの道場」事業

【義務教育指導課】      ２,５２４

Ｐ ３   課題を抱える生徒の自立を支援する共助プラン

【高校教育指導課・生徒指導課】     ５９,３４７

  Ｐ ４ 新規 トップを目指せ！「学校進学力パートナーシップ」推進事業

【高校教育指導課】     ８,４８０

      生徒の心に火をつけろ！高校生キャリアアップ＆学力アップ

        推進プロジェクト【高校教育指導課】   ６,４５２

（３）伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する教育の推進

  Ｐ ５   県立高校グローバル教育総合推進事業

【高校教育指導課】    ４３１,４６０

    Ｐ ６ 新規 スーパーグローバルハイスクール事業【高校教育指導課】    ４７,９１２

（４）時代の変化に対応する教育の推進

         「教育の情報化」基盤整備費【高校教育指導課】     ７８７,０６２

Ｐ ７   県立高校プロフェッショナル育成推進事業

【高校教育指導課】    ４４,４６３

（５）キャリア教育・職業教育の推進

  県立高校キャリア教育総合推進事業【高校教育指導課】  ３２,１９７

  Ｐ ７   県立高校プロフェッショナル育成推進事業

【高校教育指導課】     ４４,４６３（再掲）

（６）幼児教育の推進

幼少期教育充実事業【家庭地域連携課】           １,３１５
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（７）特別支援教育の推進

  Ｐ ８   共生社会を支える特別支援教育推進事業【特別支援教育課】 ４３,９９２

  Ｐ ９ 新規 自立と社会参加を目指す特別支援学校整備事業

【特別支援教育課】     ９５,７７８

Ｐ１０   自立と社会参加を目指す特別支援学校就労支援総合推進事業

【特別支援教育課】     ３３,９７０

２ 豊かな心と健やかな体の育成  

（１）豊かな心を育む教育の推進

自立心をはぐくみ絆を深める道徳教育推進事業

【生徒指導課】     ４３,０３８

自分発見！高校生感動体験プログラム事業【生徒指導課】 ７,８９４

（２）いじめ・不登校・高校中途退学の防止

           いじめ・非行防止学校支援推進事業【生徒指導課】    １６,０００

自立心をはぐくみ絆を深める道徳教育推進事業

【生徒指導課】     ４３,０３８（再掲）

Ｐ１１    ネット問題対策教育推進事業【生徒指導課】         ８,７５２

Ｐ１２     いじめ・不登校対策相談事業【生徒指導課】     ７３８,５４４

Ｐ ３   課題を抱える生徒の自立を支援する共助プラン

【高校教育指導課・生徒指導課】     ５９,３４７（再掲）

（３）生徒指導の充実

            いじめ・非行防止学校支援推進事業【生徒指導課】    １６,０００（再掲）

（４）人権を尊重した教育の推進

人権感覚育成事業【人権教育課】        ９２２

（５）健康の保持・増進

  Ｐ１３  新規 スーパー食育スクール事業【保健体育課】    ９,６２１

     新規 学校給食安心対策事業【保健体育課】 １,５６７

（６）体力の向上と学校体育活動の推進

運動部活動充実事業【保健体育課】         ２２,２５５

Ｐ１４  新規 運動部活動指導の工夫・改善支援事業【保健体育課】    ３,１７１

３ 質の高い学校教育を推進するための環境の充実  

（１）教職員の資質能力の向上

       公立学校教職員人材確保事業【教職員採用課】      ６,３５４

         埼玉ティーチャーズカレッジ連携事業【小中学校人事課】 １３,３８７

若手教員の授業力を高める「学びの道場」事業

【義務教育指導課】      ２,５２４（再掲）

       教職大学院派遣研修事業【高校教育指導課】         ２,６７５

（２）学校の組織運営の改善と魅力ある県立学校づくり

         学校経営改革推進事業【県立学校人事課】    ２,２５０

       県立高校再編整備計画推進事業【県立学校人事課】 ４６０,６０２

（３）子供たちの安心・安全の確保

         県立学校食堂兼合宿所等耐震化事業【財務課】 ４７,７３８

         県立学校非構造部材耐震対策事業【財務課】 １,３２５,１３８
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（４）学習環境の整備・充実

         県立学校体育館整備費【財務課】            ７４７,８７２

         県立学校大規模改修費【財務課】          ２,７６０,７６１

        県立高校教育環境整備支援事業【高校教育指導課】     ２３,８０３

Ｐ１５ 新規 埼玉県公立高等学校等奨学のための給付金事業

【財務課】    ３１５,２７１

Ｐ１６   埼玉県高等学校等奨学金事業【財務課】      ６１９,６３６

Ｐ１７ 新規 公立高等学校就学支援金事業【財務課】 ３,６７３,１９９

４ 家庭・地域の教育力の向上  

（１）家庭教育支援体制の充実

家庭教育支援推進事業【家庭地域連携課】            ２,３９１

（２）地域の教育力の向上

  Ｐ１８    学校応援団推進事業【家庭地域連携課】          １７,１４７

  Ｐ１９     放課後子供教室推進事業【家庭地域連携課】       １２９,０２４

  Ｐ２０    元気な地域を創造する子ども大学推進事業

【生涯学習文化財課】      ４,６２３

（３）学校・家庭・地域が一体となった教育の推進

           彩の国教育の日推進事業【家庭地域連携課】 ７５３

５ 生涯にわたる学びの支援とスポーツの推進

（１）学び合い共に支える社会を目指す生涯学習の推進

  Ｐ２０    元気な地域を創造する子ども大学推進事業

【生涯学習文化財課】      ４,６２３（再掲）

（２）文化芸術の振興と伝統文化の継承

         埼玉県芸術文化祭開催費【生涯学習文化財課】       ５,１８７

民俗芸能公開事業【生涯学習文化財課】  ２,１００

    
（３）スポーツを通じた元気な埼玉づくり

        埼玉県スポーツ振興のまちづくり推進事業費

【スポーツ振興課】     ３８,３１８

  Ｐ２１     埼玉サイクリングフェスティバル事業【スポーツ振興課】 ２３,９００

          スポーツで埼玉を元気に！事業【スポーツ振興課】 ３３,１７４

  Ｐ２２   日本スポーツマスターズ開催事業【スポーツ振興課】    ３１,０７５

新規 第７０回国民体育大会関東ブロック大会開催事業

【スポーツ振興課】      ８７０

Ⅲ 教職員の定数

  Ｐ２３

区  分 平成２６年度 平成２５年度 増  減

条例定数 ４７，２１７人 ４７，０９５人 １２２人
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学力・学習状況調査実施事業

                  担当 義務教育指導課 学力向上推進担当

                  内線 ６７４８

１ 趣  旨

  小・中学校における県独自の学力・学習状況調査を実施することで、児童

生徒一人一人の学習内容の定着や学力の伸び、学習意欲等を把握し、「一人

一人の成長を促す視点」からの市町村への支援を充実させることにより、児

童生徒一人一人の理解に応じた指導の一層の充実を図る。

２ 事業内容

⑴ 学力・学習状況調査の実施

  平成２７年度から、小・中学校において実施する学力・学習状況調査の

調査問題の作成等を行う。

  ア 調査対象      ・小学校第４学年～中学校第３学年

  イ 調査内容

①教科に関する調査  ・小学校第４～第６学年：国語、算数

・中学校第１学年：国語、数学

・中学校第２，３学年：国語、数学、英語

②質問紙調査     ・学習に対する意識、生活の様子、

規律ある態度等

  ウ 実施時期      ・平成２７年４月

⑵ 調査の特徴と効果

３ 平成２６年度予算額   ６５，３３２千円
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「考え、話し合い、学び合う学習」推進事業

担当 義務教育指導課 教育指導担当

内線 ６７７８

１ 趣  旨

  児童生徒の思考力・判断力・表現力等を育成するため、「考え、話し合い、

学び合う学習」推進検討委員会における検討や、推進協力校による実践研究

を通じて、発達の段階や学習内容に合わせた効果的な活用法等を明らかにし、

児童生徒が相互に学び合う学習方法の普及を図る。

２ 事業内容

３ 平成２６年度予算額   １，５８５千円

             義務教育指導課、教育事務所
           市町村教育委員会、推進協力校

■相互に学び合う学習の普及へ向けた検討
・学習方法の実態調査・現状認識（学年や教科別の活用方法）

・様々な学習方法についての資料収集、視察
・学習方法の整理（特色・効果等）

・大学等と連携した効果的な活用法の検討

★相互にフィードバック

             

■検討成果を踏まえた実践研究
・学習方法の実践研究

・年間指導計画の見直し

推進協力校 ４中学校区

推進検討委員会

Ｈ２６
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課題を抱える生徒の自立を支援する共助プラン

               担当 高校教育指導課 学力向上推進担当

                  生徒指導課 非行・中退防止担当

               内線 ７３９１、６７４４

１ 趣  旨

  基礎学力に課題を抱えた高校生を対象として、大学生等を活用し、義務教

育段階の学習内容の学び直しを進める。また、ＮＰＯや地域と学校が連携し、

生徒一人一人の適性に応じた社会的・職業的自立に必要な力を育成する。

  この事業により、生徒の基礎学力を定着させ、中途退学を防止するととも

に、ニート・フリーターになることを防ぐ。

２ 事業内容

⑴ 学習支援

  ア 学習サポーターの配置

   ・全日制１０校、定時制１９校に配置し、特に中途退学者の多い高校１

    年生を対象に、国語、数学、英語の学び直しを徹底する。

⑵ 自立支援

  ア 外部の力を活用した中途退学防止

   ・自立のための土台づくりである他者との良好な人間関係づくりを学ば

せるため、地元企業等と連携した体験活動等を実施する。

  イ 生徒を学校に導くための環境整備

   ・不登校経験や家庭の経済的困窮など、生徒自身だけでは解決できない

問題に対し、心理や福祉の専門家を全ての定時制高校に派遣できる体

制を整備し、生徒の支援を行う。

スクールカウンセラー（定時制１０校を拠点）

スクールソーシャルワーカー（定時制８校を拠点）

３ 平成２６年度予算額   ５９，３４７千円

進路決定

自立した

社会人の育成
○金銭基礎教育

○就労体験

教 員

      自立への準備

外部人材の

活用

○キャリア教育の実施      自立した生活に

向けた取組

自立の土台づくり

○学び直しの徹底   

○ソーシャルスキルトレーニング

ニート・フリーターに

陥らせない！
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トップを目指せ！「学校進学力パートナーシップ」推進事業

               担当 高校教育指導課 学力向上推進担当

               内線 ６７６３

１ 趣  旨

推進校の県立高校１０校が質の高い学習指導、進学指導体制構築のために、大学や

企業と連携して授業力向上プログラムを研究・実施し、推進校同士で情報共有等を積

極的に行うことにより、切磋琢磨する「共助体制（パートナーシップ）」づくりを推進

する。

２ 事業内容

⑴ 学校間交流の実施

  ・授業改善の取組や進学指導体制等について、相互診断・相互評価を行い、互い

に切磋琢磨し、向上し続ける「共助体制（パートナーシップ）」づくりを行う。

  ⑵  授業評価・学習状況調査の研究・実施

  ・大学や企業と連携し、「授業評価アンケート」や「学習状況調査」の共同研究を

行い、実施する。

  

３ 平成２６年度予算額   ８，４８０千円
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県立高校グローバル教育総合推進事業

                 担当 高校教育指導課 教育指導担当

                 内線 ６７７１

１ 趣  旨

グローバル化の急速な進展により、社会で求められる能力が多様化していることか

ら、高校生の特長に応じたグローバル教育のメニューを通して、コミュニケーション

能力を育成するとともに世界で通用する教養を身につけさせる。

２ 事業内容

⑴ 高校生・教員の短期海外派遣

  ア 高校生の海外派遣

  ・県立高校生５０人をハーバード大学やマサチューセッツ工科大学等へ

派遣する。

・県立高校１０校において、学校単位で海外大学等へ派遣する。

イ 教員の海外派遣

・教員６人を海外に派遣し、カリキュラム、教科の指導方法、学習教材

の作成方法、授業力向上のための研修方法を学ぶ。

⑵ 語学指導等におけるネイティブスピーカー活用事業

ア ＪＥＴプログラムのＡＬＴの活用

・英語学指導等を行う外国青年（ＡＬＴ）を県立高校に６２人配置し、

英語教育の強化と充実を図る。  

イ 国内留学生（英語以外の外国語）の活用

  ・海外からの留学生をフランス語など英語以外の科目を設置する県立

   高校１１校に派遣し、多言語コミュニケーション能力の強化を図る。

⑶ 世界の哲学・芸術文化アカデミー

  ア 古典セミナー

・県立高校生４０人が、日本アスペン研究所の協力により、「古今東西

の古典」を読み込み、参加者同士で対話を行う。

・古典セミナー普及のために教員対象の指導者研修を実施する。

イ 芸術文化セミナー

・県立高校生４０人が、彩の国さいたま芸術劇場の協力により、プロの

演出家の指導の下「シェイクスピア作品」を読み込み、朗読劇で実際

に表現する。

３ 平成２６年度予算額   ４３１，４６０千円
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スーパーグローバルハイスクール事業

                   担当 高校教育指導課 教育指導担当

                   内線 ６７７１

１ 趣  旨

  県立高校３校（予定）を指定し、大学等との連携による質の高いカリキュ

ラムの研究・実践により、将来、国際的に活躍できるグローバル・リーダー

を育成する。

２ 事業内容

⑴  国際化に重点を置く国内大学との連携

  ア 大学からの指導者の派遣

  イ 調査研究・論文作成などの指導

  ウ 単位認定を含む高大連携プログラムの開発

⑵ グローバル・リーダー育成に資する先進的なカリキュラムの研究・

実践

  ア 課題研究を中心とした先進的なカリキュラムの研究・実践

  イ フィールドワークや成果発表等のための海外研修

  ウ 帰国・外国人生徒の受入

⑶ 国際機関や国際化を進める企業との連携

  ア 専門家や有識者による指導

  イ 研修プログラムなどの提供

３ 平成２６年度予算額   ４７，９１２千円
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県立高校プロフェッショナル育成推進事業

                 担当 高校教育指導課 産業教育担当

                 内線 ６７６９

１ 趣  旨

専門高校等において企業等の支援を受け、職業教育の充実を図り、将来の地域産

業を担う専門的職業人の育成を図る。

２ 事業内容

⑴ 埼玉からアジアへの扉を開く！実践的職業教育グローバル事業

ア 専門高校生の海外派遣及び海外の生徒との連携による商品開発

・県内の専門高校生１５人を海外に派遣し、海外の生徒とチームを作

    り、企業の支援を受けながら、新商品の共同開発を行う。

イ  県内における商品開発

・専門高校の学校・学科の枠を超えたチームにより新商品を開発する。

ウ 国内における基盤講座分野

・農業、工業、商業、家庭、看護、福祉の各専門分野において基盤講座

    を実施し、基礎的・基本的な知識、技術及び技能の習得を図る。

⑵ 職業教育推進事業

専門高校と企業等との連携による産業教育フェアの開催、高校生に対す

る専門資格の取得奨励、秀でた技術・技能を持った民間人等による授業、

大学や研究機関の研究者等による科学授業を実施する。

⑶ 再生可能エネルギー普及のための高校生地域貢献事業

木質バイオマスエネルギー活用設備を利用し、生徒の力を生かした地域

貢献等により、再生可能エネルギーの普及に取り組む。

３ 平成２６年度予算額   ４４，４６３千円

海外のチーム

新商品の開発

専門高校生と海外の生徒との連携による新商品の共同開発

国内の

専門高校チーム

（５校 高校生１５人)
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共生社会を支える特別支援教育推進事業

             担当 特別支援教育課 発達障害支援担当

             内線 ６８８９            

１ 趣  旨

  共生社会の形成を目指し、障害のある子供とない子供が共に学ぶことを追

求するとともに、一人一人の教育的ニーズに応じた多様な学びの場などの学

習環境の整備・推進を図る。

２ 事業内容

⑴ インクルーシブ教育システム構築に向けた仕組みづくり

  学校種やライフステージに応じた支援・指導体制を整備・充実するため

  のモデル研究を実施する。

ア 早期からの教育相談・支援体制づくり（就学前：４市町村）

イ 通級による指導の充実（小・中学校：４市町村）

ウ 共生社会を目指した指導の充実（小・中学校：４市町村、高校：４校）

エ 障害特性に応じた専門的な学習指導の充実（特別支援学校：１０校）

⑵ 特別支援教育推進のための基盤整備

ア 就学前における支援の充実

イ 小中学校における支援体制の整備

ウ 高校における支援体制の整備

  エ 特別支援学校の体制の整備

オ 人材育成・指導力向上、連携支援の充実

３ 平成２６年度予算額   ４３，９９２千円



新 規
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自立と社会参加を目指す特別支援学校整備事業

             担当 特別支援教育課 特別支援学校改革担当

             内線 ６８８３

１ 趣  旨

  特別支援学校に在籍する児童生徒一人一人のニーズに応じた適切な支援

を行う体制づくりを進めるとともに、特別支援学校に在籍する児童生徒の増

加に対応するため、教室環境等の整備充実を図る。

２ 事業内容

⑴ 県西南部地域特別支援学校（仮称）の設置（設計）

  特別支援学校高等部生徒の卒業後の自立に向けたキャリア教育・職業教

  育の充実を図るとともに、県西南部地域の特別支援学校に在籍する児童生

  徒の増加に対応するため、閉校した県立入間高等学校の校舎を活用して、

  新たな知的障害特別支援学校（高等部）を設置する。

  平成２６年度は、校舎を改修するための設計を実施する。

ア 設置場所    ：旧県立入間高等学校

イ 設置学部（学科）：高等部（普通科・職業学科）

ウ 設置規模    ：５０教室程度

エ 開校年月    ：平成２８年４月（予定）

⑵ 既存特別支援学校の学習環境の整備

  児童生徒一人一人のニーズに応じた適切な支援を行う体制をつくるた

  め、また在籍児童生徒の増加に対応するため、必要となる備品等を整備す

  る。

３ 平成２６年度予算額   ９５，７７８千円
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自立と社会参加を目指す特別支援学校就労支援総合推進事業

             担当 特別支援教育課 教育指導担当

             内線 ６８８８           

１ 趣  旨

  障害のある生徒の自立と社会参加を実現するため、特別支援学校高等部生徒の就

労支援を総合的に推進する。

２ 事業内容

⑴ 障害者雇用の仕組の構築

   特別支援学校の一般就労率及び教育委員会の障害者雇用率の向上を図

るため、モデル事業として教育委員会が特別支援学校の卒業生を雇用し、一般

就労及び障害者雇用の促進に向けた仕組みづくりを実施する。

⑵ 企業のニーズを踏まえた職業教育の推進

就労状況の変化に対応し、企業のニーズを踏まえた職業教育を推進する。

ア ３Ｄ（３日間）意識向上民間研修を実施し、意識改革と職業教育の充実を図

   る。

イ 特例子会社幹部等を就職支援アドバイザーとして配置

ウ 卒業生による講演会の開催

⑶ 就労可能な企業の情報の収集

  関係機関との連携により、生徒の実習及び就労可能な企業の情報を収集する。

ア ハローワーク等との共同職場開拓

イ 企業情報の収集

⑷ 企業に向けての理解啓発

  企業向けの学校公開を実施し、企業の理解啓発を図る。

３ 平成２６年度予算額   ３３，９７０千円
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ネット問題対策教育推進事業

             担当 生徒指導課 生徒指導・いじめ対策担当

             内線 ６９０８

１ 趣  旨

  県立学校の学校非公式サイト監視を実施するとともに、生徒の情報モラル

育成に関する取組の研究を行い、ネットいじめ対策を含めたネットトラブル

など生徒を取り巻く環境の整備を図る。

２ 事業内容

⑴ 県教育委員会から学校へ情報発信

ア インターネット上の現状を把握

・県立学校の学校非公式サイト監視の実施

・県民からネットトラブル情報を集約する通報窓口の運用

イ ネットトラブル注意報による情報発信

⑵ 生徒の情報モラルの育成

研究モデル校の指定（県立高校４校）

ネットの安全な利用について生徒が主体的に対応できる能力を育成す

るため、生徒自身による「ＩＣＴ安全利用ガイドライン」の策定

３ 平成２６年度予算額   ８，７５２千円
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いじめ・不登校対策相談事業

           担当 生徒指導課 総務・登校支援・心の教育担当

           内線 ６７４５

１ 趣  旨

  いじめ防止対策推進法の趣旨を踏まえ、県教育委員会に調査機関を設置す

るほか、いじめ・非行防止支援員を配置し、各学校のいじめ問題への対処に

関する指導・助言を行う。

また、児童生徒の臨床心理に関する専門的な知識や経験を有するスクール

カウンセラーの全ての公立中学校への配置を継続するほか、教育事務所への

配置を拡充する。

２ 事業内容

⑴ 重大事態に関する調査機関の設置

県教育委員会に弁護士等の第三者の専門家を構成員とする附属機関を

設置し、いじめの事実関係を調査審議する。

⑵ いじめ・非行防止支援員の配置

  県教育委員会にいじめ・非行防止支援員を配置し、各学校のいじめ問題

への対処に関して指導・助言を行う。

⑶ 教育相談体制の充実

ア スクールカウンセラーの配置

  ・全公立中学校３６２校に配置

   ・各教育事務所に週５日配置（Ｈ２５年度 週３日）

   → 県内全ての公立小学校及び県立学校に必要に応じて派遣し、いじめ

問題に対応する体制を整備

イ スクールソーシャルワーカーの配置

  ウ 高校相談員の配置

  エ 精神科医の配置

  オ スチューデントサポーターの派遣

  カ いじめメール相談の実施

  キ 中学校配置相談員への助成

  ク 相談員研修の実施

３ 平成２６年度予算額   ７３８，５４４千円



新 規
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スーパー食育スクール事業

担当 保健体育課 学校給食担当

                  内線 ６９６７

１ 趣  旨

  学校における食育を推進するため、大学等との連携を図りながら、食育の

効果を科学的に実証するなどの研究を行い、指導の工夫・改善につなげる。

２ 事業内容

  栄養教諭を中心に外部の専門家等を活用しながら、予め具体的な目標を設

定した上で、大学・企業等と連携し、食育を通じた健康増進、地産地消の推

進など、食育の多角的効果について研究を行う。

⑴ 大学・企業への調査委託

  ア 各種調査内容の設定

  イ 調査結果の分析と活用方法の検討

⑵ 関係機関との連携

  ア 体験学習の受入れと実施

  イ 外部指導者としての活用

  ウ 関係機関への訪問学習

⑶ 小・中・高等学校の連携事業

ア 上級学校からのゲストティーチャーによる指導連携

イ 各校種合同の調理講習会等の実施

３ 平成２６年度予算額   ９，６２１千円



新 規
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運動部活動指導の工夫・改善支援事業

                   担当 保健体育課 学校体育担当

                  内線 ６９４７

１ 趣  旨

  地域スポーツ指導者（外部指導者）の効果的な活用について研究すること

で、組織的な指導体制の整備や体罰の未然防止などの適切な運動部活動の指

導内容・指導方法の定着を図る。

２ 事業内容

⑴ モデル校の選定

  ア モデル校１０校に、地域スポーツ指導者を各校３人配置

  イ 指導回数：年間３０回

⑵ 年２回の推進委員会の開催

  ア 顧問教諭と地域スポーツ指導者を交えた委員会の開催

   ・運動の楽しさを味わわせる指導法等を検討する。

  イ 研究報告書の作成

   ・各モデル校の実践研究に基づき、研究成果や課題をまとめる。

   ・高等学校や市町村へ配布し、研究成果等について周知する。

⑶ 研究内容の具体例

  ア 競技志向の薄い生徒への対応を含め、運動の楽しさを味わわせる指導

    方法の検討

  イ 女子の運動離れを減らして、運動部活動加入率を上げる指導方法の検

    討

  ウ 指導者を複数配置することで、顧問教諭の指導力の向上や体罰の未然

    防止を含めた適切な指導方法の検討

３ 平成２６年度予算額   ３，１７１千円



新 規
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埼玉県公立高等学校等奨学のための給付金事業

                  担当 財務課 授業料・奨学金担当

                  内線 ６６５２

１ 趣  旨

  低所得世帯の公立高校生等に対して、教科書費、教材費、学用品費等とし

て給付金を支給することにより、教育費負担の軽減を図る。

２ 事業内容

⑴ 支給対象者

  ア 非課税世帯

  イ 保護者、親権者等が県内在住

ウ 平成２６年度入学者

⑵ 支給額

  ア 生活保護世帯生徒  ３２，３００円（通信制に在学する者を除く）

イ 全日制課程等生徒

   ・第一子       ３７，４００円

   ・第二子以降    １２９，７００円

  ウ 通信制課程生徒

   ・第一子       ２７，８００円

   ・第二子以降     ３６，５００円

⑶ 対象生徒数（見込み）

  ア 生活保護世帯生徒     ８２０人

  イ 全日制課程等生徒

   ・第一子        ２，８００人

   ・第二子以降      １，４００人

  ウ 通信制課程生徒

   ・第一子           ５０人

   ・第二子以降         ３０人  計 ５，１００人

３ 平成２６年度予算額   ３１５，２７１千円
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埼玉県高等学校等奨学金事業

                     担当 財務課 授業料・奨学金担当

                  内線 ６６５２

１ 趣  旨

  経済的理由により修学が困難な高校生等に対して奨学金を貸与すること

により、修学を支援するとともに、有為な人材の育成に資する。

２ 事業内容

⑴ 奨学金制度の概要

  ア 奨学金貸与の対象者

    修学意欲があり、かつ、経済的理由により修学が困難な生徒

  イ 貸与額

   ・国公立 入学一時金   １００，０００円以内

        月額奨学金    ２５，０００円以内

   ・私 立 入学一時金   ２５０，０００円以内

        月額奨学金    ４０，０００円以内

⑵ 貸与枠

  ア 平成２６年度在校生向け

   ・国公立 ２，８５０人

   ・私 立 ２，８５０人  計 ５，７００人

  イ 平成２７年度入学生向け

   ・国公立   ９００人

   ・私 立   ９００人  計 １，８００人

３ 平成２６年度予算額   ６１９，６３６千円



新 規
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公立高等学校就学支援金事業

                  担当 財務課 授業料・奨学金担当

                  内線 ６６５２

１ 趣  旨

  公立高等学校の授業料の支援として、就学支援金等を支給することにより、

教育に係る経済的負担の軽減を図る。

２ 事業内容

⑴ 公立高等学校就学支援金

公立高等学校に在学する生徒のうち、市町村民税所得割額が３０万

４，２００円（年収９１０万円程度）未満の世帯（※）の生徒を対象に、

就学支援金を支給する。（平成２６年４月以降の入学生）

  ア 支給額

    全日制 ９，９００円/月

    定時制（単位制を除く）２，７００円/月

    定時制（単位制）１，７４０円/単位

    通信制 ３３０円/単位

※ 年収は、保護者のうちどちらか一方が働き、高校生１人（１６歳以上）、

   中学生１人の４人世帯の目安。

⑵ 公立高等学校就学支援補助

  ア 学び直しへの支援

中途退学した者が再び高等学校へ入学した場合に、授業料に相当する

額の支援を行う。

  イ 家計急変への支援

家計急変により授業料の納付が困難となった生徒に対し、市が授業料

減免をした場合に補助する。

３ 平成２６年度予算額   ３，６７３，１９９千円
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学校応援団推進事業

           担当 家庭地域連携課 総務・企画・連携推進担当

           内線 ６９７６

１ 趣  旨

学校の教育活動の活性化と家庭・地域の教育力の向上を図るため、地域住民・保護

者がボランティアとして学校の教育活動を支援する「学校応援団」の活動を推進し、

学校・家庭・地域が一体となった子供の育成を図る。

２ 事業内容

⑴ 小中学校における「学校応援団」活動への支援

事業実施市町村への補助金の交付、会議等による情報提供

⑵ 推進委員会の設置

  「学校応援団」活動の活性化に向けた普及・啓発策の検討を行う推進委

員会を設置

３ 平成２６年度予算額   １７，１４７千円
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放課後子供教室推進事業

           担当 家庭地域連携課 総務・企画・連携推進担当

           内線 ６９７６

１ 趣  旨

市町村が放課後や週末などに、小学校の余裕教室等を活用した子供の活動拠点を設

け、地域の方々の参画を得て勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等に

取り組むための支援を行う。

また、土曜日に地域の多様な人材を活用した学習等のプログラムを企画・実施する

市町村の取組を支援する。

２ 事業内容

⑴ 市町村が実施する「放課後子供教室」「土曜日の教育支援事業」への支

援

市町村への補助金の交付、会議等による情報提供

・放課後子供教室  ４１市町実施

・土曜日の教育支援事業  ３市実施

⑵ 推進委員会の設置

実施方針の検討、指導者研修の企画等を行う推進委員会を設置

⑶ 指導者研修の実施

  コーディネーターや教育活動サポーター等の資質向上や情報交換・情報

共有を図るための研修を実施

  ・年４回実施

３ 平成２６年度予算額   １２９，０２４千円
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元気な地域を創造する子ども大学推進事業

              担当 生涯学習文化財課 生涯学習推進担当

              内線 ６９２０

１ 趣  旨

  子供の知的好奇心を刺激する講義や体験を提供することにより、子供の学ぶ力や

生きる力をはぐくむ。

  また、大学やＮＰＯ、企業、市町村などが連携して、地域で地域の子供を育てる

仕組みづくりを目指す。

２ 事業内容

⑴ 各子ども大学実行委員会で実施

ア 開校事業

    大学のキャンパス等で、大学教授や地域の専門家が子供の知的好奇心を刺

   激する講義などを行う。

     ・対象 小学校４～６年生（１校４０～１００人）  

     ・会場 東・西・南部地区で計１８校を開校予定

    ・内容 「はてな学」、「ふるさと学」、「生き方学」

⑵ 子ども大学が連携して実施

  ア 交流・連携事業

   複数の子ども大学が連携し、ミニ社会体験活動や発表などを行う。

  ・対象 子ども大学の学生と一般参加の子供

  ・会場 大学、地域の施設など

  ・内容 社会体験活動、埼玉検定クイズ大会、交流・情報交換等

３ 平成２６年度予算額   ４，６２３千円
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埼玉サイクリングフェスティバル事業

担当 スポーツ振興課 生涯スポーツ担当

                 内線 ６９５７

１ 趣  旨

  本県の自転車利用のムーブメントを拡大し、自転車や本県の魅力を広くア

ピールするため、埼玉サイクリングフェスティバルを開催する。

  また、自転車の安全な利用を呼び掛けるための安全教育イベント等も併せて

実施する。

２ 事業内容

⑴ 開催時期

      平成２６年１０月

⑵ 主催

埼玉サイクリングフェスティバル実行委員会

⑶ 場所

熊谷スポーツ文化公園周辺、荒川自転車道及び一般道

⑷ コース

熊谷スポーツ文化公園をスタート及びゴールとし、荒川自転車道及び一

般道を走行して、近隣の観光スポットを巡りながらサイクリングを楽しめ

るコースとする。

また、参加者が経験や体力に応じて選択できるよう、６０km程度のコー

スだけでなく、距離を短縮した３５km程度のコースも併せて設定する。

⑸ 参加予定者

１，５００人

３ 平成２６年度予算額   ２３，９００千円
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日本スポーツマスターズ開催事業

担当 スポーツ振興課 日本スポーツマスターズ埼玉大会推進担当

    内線 ６９５９

１ 趣  旨

  平成２６年９月に競技志向の高いシニア世代（概ね３５歳以上）の全国的

なスポーツの祭典である日本スポーツマスターズ２０１４埼玉大会を開催

するため、埼玉県実行委員会を組織し、その活動を支援する。

２ 事業内容

⑴ 実行委員会の開催

      平成２６年度２回実施

⑵ 大会のＰＲ活動の実施

１００日前イベント（スポーツ教室など）や協賛競技会を実施するなど、

各種広報活動を行い、大会のＰＲを行う。

⑶ 本大会の実施

ア 実施競技（１３競技）

  水泳、サッカー、テニス、バレーボール、バスケットボール、

  自転車競技、ソフトテニス、軟式野球、ソフトボール、

  バドミントン、空手道、ボウリング、ゴルフ

イ 開催期間

  平成２６年９月１９日（金）～２３日（火）

  ＜水 泳＞８月３０日（土）・３１日（日）

  ＜ゴルフ＞９月１７日（水）～１９日（金）

ウ 競技開催地（１３市）

３ 平成２６年度予算額   ３１，０７５千円
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教育局条例定数一覧

（単位：人）

区分 平成２６年度 平成２５年度 増  減 主な増減理由

事務局 739 739 0

小学校 20,497 20,493 4
国の教職員定数の改善に

伴う増

中学校 12,093 12,083 10
国の教職員定数の改善に

伴う増

高等学校 9,696 9,634 62 生徒数の変動に伴う増

特別支援

学校
4,192 4,146 46

児童生徒数の変動に伴う

増

計 47,217 47,095 122


